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　　　Ｒ４.１０導入　小中学校等パソコン等機器賃貸借・・・・・・・・・・・・・1

浜松市調達公示第75号
　　　浜松市業務システムFit＆Gap分析等調査委託（住記・国保・税業務等）・・・2
浜松市調達公示第76号
　　　浜松市業務システムFit＆Gap分析等調査委託（障害者福祉・介護保険・生活

保護）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2
浜松市調達公示第77号
　　　Ｒ４.１０導入　小中学校等パソコン等機器導入設定業務・・・・・・・・・・3
　　
　　
	公　　　告


浜松市調達公示第74号

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の適用を受ける調達契約に係る落札業者について公示する。

　　令和4年8月 10日

浜松市長　　鈴 木 康 友

１　物品等又は役務の名称及び数量
　　　Ｒ４．１０導入　小中学校等パソコン等機器賃貸借
２　契約に関する事務を担当する部課の名称及び所在地

　　　浜松市学校教育部教育施設課
静岡県浜松市中区中央一丁目２－１　イーステージ浜松オフィス棟６階　
３　契約の相手方を決定した日

　　　令和４年６月６日

４　契約の相手方の商号、所在地及び契約金額

　　　ＦＬＣＳ株式会社　浜松営業所
　　　静岡県浜松市中区砂山町３５５－４
　　　契約金額

　　　１，４４２，７６０円（月額）
５　契約の相手方を決定した手続

　　　一般競争入札
６　公告を行った日

　　　令和４年４月５日
浜松市調達公示第75号

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の適用を受ける調達契約に係る落札業者について公示する。

　　令和4年8月10日
浜松市長　　鈴 木 康 友

１　物品等又は役務の名称及び数量

　　　浜松市業務システムFit＆Gap分析等調査委託（住記・国保・税業務等）
２　契約に関する事務を担当する部課の名称及び所在地

　　　浜松市デジタル・スマートシティ推進部情報システム課
静岡県浜松市中区中央一丁目１２－７
３　契約の相手方を決定した日

　　　令和４年５月３０日
４　契約の相手方の商号、所在地及び契約金額

　　　日本電気株式会社　浜松支店
　　　静岡県浜松市中区板屋町１１１－２　アクトタワー１５Ｆ
　　　契約金額

　　　３５，８６０，０００円
５　契約の相手方を決定した手続

　　　随意契約
６　随意契約によることとした理由

　　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

11月１日政令第372号）第１１条第１項第２号の規定による
浜松市調達公示第76号

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の適用を受ける調達契約に係る落札業者について公示する。

　　令和4年8月10日
浜松市長　　鈴 木 康 友

１　物品等又は役務の名称及び数量

　　　浜松市業務システムFit＆Gap分析等調査委託（障害者福祉・介護保険・生活保護）
２　契約に関する事務を担当する部課の名称及び所在地

　　　浜松市デジタル・スマートシティ推進部情報システム課
静岡県浜松市中区中央一丁目１２－７
３　契約の相手方を決定した日

　　　令和４年５月３０日
４　契約の相手方の商号、所在地及び契約金額

　　　富士通Japan株式会社　浜松支店
　　　静岡県浜松市中区田町３３０－５　遠鉄田町ビル５階
　　　契約金額

　　　３２，５９０，８００円
５　契約の相手方を決定した手続

　　　随意契約
６　随意契約によることとした理由
　　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

11月１日政令第372号）第１１条第１項第２号の規定による
浜松市調達公示第77号

　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の適用を受ける調達契約に係る落札業者について公示する。

　　令和4年8月10日

浜松市長　　鈴 木 康 友

１　物品等又は役務の名称及び数量
　　　Ｒ４．１０導入　小中学校等パソコン等機器導入設定業務
２　契約に関する事務を担当する部課の名称及び所在地

　　　浜松市学校教育部教育施設課
静岡県浜松市中区中央一丁目２－１　イーステージ浜松オフィス棟６階　
３　契約の相手方を決定した日

　　　令和４年６月８日

４　契約の相手方の商号、所在地及び契約金額

　　　遠鉄システムサービス株式会社
　　　静岡県浜松市中区千歳町９１－１
　　　契約金額

　　　５４，６１５，０００円
５　契約の相手方を決定した手続
　　　随意契約
６　随意契約によることとした理由

　　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

11月１日政令第372号）第１１条第１項第２号の規定による
1

